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令和元年度沖縄県振興審議会 

第 １ 回 正 副 部 会 長 合 同 会 議 

 

日 時 ： 令和元年７月 16 日（火）16:00～17:00   

場 所 ： 沖縄ハーバービューホテル 2 階 金鶏の間  

 

次  第 

 

１ 開会 

 

２ 部会長及び副部会長の紹介 

 

３ 沖縄県振興審議会部会における調査審議方針（案）について 

（１）調査審議方針の目的について 

（２）会議の開催及び結果の報告等について 

（３）会議の議事について 

  ア 議題（検討テーマについて） 

  イ 開催通知について 

  ウ 部会審議の観点について 

  エ 意見書の提出及び部会出席申請について 

    オ 部会審議結果の取りまとめについて 

（４）議事録及び議事要旨について 

 

４ 質疑応答、要望等について自由発言 

 

５ 閉会 
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沖縄県振興審議会委員名簿

（任期：令和元年７月16日から令和４年３月31日まで）

○学識経験を有する者（18名）※公募を含む。

有住 康則 琉球大学名誉教授

上里 芳弘 沖縄県中小企業団体中央会専務理事

大城 郁寛 琉球大学国際地域創造学部教授

嘉数 啓 琉球大学名誉教授

鎌田 佐多子 沖縄女子短期大学名誉教授

小島 肇 琉球大学地域連携推進機構特命准教授

島袋 伊津子 沖縄国際大学経済学部教授

竹村 明洋 琉球大学理学部教授

鶴田 昌司 株式会社ティーズ・アソシエイツ代表取締役

内藤 重之 琉球大学農学部教授

名嘉座 元一 沖縄国際大学経済学部教授

西田 睦 琉球大学学長

前津 榮健 沖縄国際大学理事長兼学長

真喜屋 美樹 名桜大学リベラルアーツ機構准教授

宮城 邦治 沖縄国際大学名誉教授

宮國 薫子 琉球大学国際地域創造学部准教授

本村 真 琉球大学人文社会学部教授

盛口 満 沖縄大学学長

○関係団体を代表する者（30名）

安里 哲好 一般社団法人沖縄県医師会会長

池宮城 政明 沖縄伝統空手道振興会事務局長

石嶺 伝一郎 沖縄県商工会議所連合会会長

上原 亀一 沖縄県漁業協同組合連合会代表理事会長

大城 勉 沖縄県農業協同組合中央会代表理事会長

大城 紀夫 日本労働組合総連合会沖縄県連合会会長

亀谷 浩昌 一般社団法人沖縄県薬剤師会会長

川上 康 一般社団法人沖縄県銀行協会会長

喜納 兼次郎 沖縄振興開発金融公庫理事

喜納 朝勝 沖縄県中小企業家同友会代表理事

金城 克也 一般社団法人沖縄県経営者協会会長

藏當 博文 沖縄県民生委員児童委員協議会会長

古波津 昇 公益社団法人沖縄県工業連合会会長

米須 義明 沖縄県商工会連合会会長

島袋 武 沖縄県中小企業団体中央会会長

下地 芳郎 一般財団法人沖縄観光コンベンションビューロー会長
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下地 米蔵 一般社団法人沖縄県建設産業団体連合会会長

大城 貴代子 公益財団法人おきなわ女性財団理事長

瑞慶覧 長行 公益財団法人沖縄県体育協会副会長

知念 克也 沖縄県情報通信関連産業団体連合会会長

照喜名 朝一 沖縄県芸能関連協議会会長

仲座 明美 公益社団法人沖縄県看護協会会長

又吉 民人 公益財団法人沖縄県文化振興会理事長

渕辺 美紀 沖縄経済同友会代表幹事

眞喜志 康明 一般社団法人沖縄県軍用地等地主会連合会会長

真境名 勉 一般社団法人沖縄県歯科医師会会長

宮里 一郎 沖縄県ホテル旅館生活衛生同業組合理事長

本永 静江 一般社団法人沖縄県婦人連合会会長

屋冨祖 幸子 沖縄県伝統工芸団体協議会会長

湧川 昌秀 社会福祉法人沖縄県社会福祉協議会会長

○市町村長及び市町村議会議長（４名）

新垣 邦男 沖縄県町村会会長

翁長 俊英 沖縄県市議会議長会会長

識名 盛紀 沖縄県町村議会議長会会長

島袋 俊夫 沖縄県市長会会長

以上、52名

（敬称略、五十音順）
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沖縄県振興審議会専門委員名簿

（任期：令和元年７月16日から令和４年３月31日まで）

青木 紀将 日本トランスオーシャン航空株式会社代表取締役社長

赤嶺 太介 一般社団法人沖縄県産業資源循環協会副会長

東江 一成 一般社団法人沖縄県ハイヤー・タクシー協会会長

畔上 修一 西日本電信電話株式会社沖縄支店支店長

新垣 盛雄 一般社団法人沖縄旅客船協会会長

鯨本 あつこ 特定非営利活動法人離島経済新聞社統括編集長

石原 端子 沖縄大学人文学部准教授

糸数 剛一 株式会社リウボウホールティングス代表取締役会長

入部 綱清 琉球大学工学部助教

上原 啓司 株式会社琉球ネットワークサービス代表取締役会長

植松 只裕 ＡＮＡホールディングス株式会社グループ経営戦略室事業推進

部長

大島 順子 琉球大学国際地域創造学部准教授

大城 則子 一般社団法人南部地区医師会南部在宅医療介護支援センター

医療介護連携コーディネーター

大城 學 岐阜女子大学沖縄サテライト校教授

大城 りえ 沖縄キリスト教短期大学教授

岡野 みゆき 公益財団法人沖縄県労働者福祉基金協会事務局長

小川 吾吉 一般社団法人沖縄県バス協会会長

獺口 浩一 琉球大学国際地域創造学部教授

翁長 有希 一般社団法人沖縄キャリア教育支援企業ネットワーク理事

小那覇 凉子 公益社団法人沖縄県母子寡婦福祉連合会

沖縄県マザーズスクエアゆいはぁと統括責任者

小野 尋子 琉球大学工学部准教授

嘉納 英明 名桜大学国際学群教授

神谷 大介 琉球大学工学部准教授

喜屋武 裕江 一般社団法人グッジョブおきなわプロジェクト代表理事

金城 伊智子 沖縄工業高等専門学校情報通信システム工学科准教授

金城 清典 琉球エアーコミューター株式会社代表取締役社長

具志 純子 沖縄県生活協同組合連合会副会長理事

上妻 毅 一般社団法人ニュー・パブリック・ワークス代表理事

小島 博子 一般社団法人日本旅行業協会沖縄支部副支部長

古謝 安子 琉球大学医学部教講師

呉屋 良昭 一般社団法人沖縄県専修学校各種学校協会会長

崎原 永作 公益社団法人地域医療振興協会理事

佐久本 嗣男 公益財団法人沖縄県体育協会理事長

佐次田 朗 公益社団法人沖縄県トラック協会会長
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佐野 景子 独立行政法人国際協力機構沖縄センター所長

島袋 恒男 琉球大学名誉教授

清水 雄介 琉球大学大学院医学研究科教授

下地 祥照 一般財団法人南西地域産業活性化センター専務理事

鈴木 和子 沖縄税理士会税理士

千住 智信 琉球大学工学部教授

平良 喜一 公益社団法人沖縄県緑化推進委員会理事長

平良 敏昭 株式会社沖縄建設新聞代表取締役社長

高平 兼司 沖縄県地球温暖化防止活動推進センター事務局長

髙平 光一 公益社団法人沖縄県不動産鑑定士協会会長

嵩原 義信 沖縄県農業協同組合中央会常務理事

立原 一憲 琉球大学理学部教授

谷口 真吾 琉球大学農学部教授

當山 智士 一般社団法人沖縄県ホテル協会会長

渡嘉敷 通之 公益財団法人沖縄県体育協会専務理事

富田 めぐみ 合同会社琉球芸能大使館代表

富永 千尋 琉球大学研究推進機構研究企画室特命教授

仲宗根 君枝 特定非営利活動法人消費者センター沖縄会員

仲地 賢 沖縄県保育協議会会長

中村 崇 琉球大学理学部准教授

仲村 守和 一般社団法人沖縄県高等学校定時制通信制教育振興会顧問

西澤 裕介 独立行政法人日本貿易振興機構沖縄貿易情報センター所長

羽田 麻美 琉球大学国際地域創造学部准教授

原田 宗彦 一般社団法人日本スポーツツーリズム推進機構会長

東 良和 沖縄ツーリスト株式会社代表取締役会長

平田 大一 沖縄文化芸術振興アドバイザー

現代版組踊推進協議会会長

藤田 陽子 琉球大学島嶼地域科学研究所教授

藤田 喜久 沖縄県立芸術大学全学教育センター准教授

普天間 朝重 沖縄県農業協同組合代表理事理事長

外間 守吉 沖縄県離島振興協議会会長

与那国町長

前田 裕子 公益財団法人名護市観光協会理事長

ミゲール・ダルーズ 沖縄空手案内センタースタッフ

美里 義雅 沖縄都市モノレール株式会社代表取締役社長

宮城 茂 琉球海運株式会社代表取締役社長

宮城 嗣三 那覇空港ビルディング株式会社会長

宮城 潤 那覇市若狭公民館館長

特定非営利活動法人地域サポートわかさ理事兼事務局長

宮城 園子 沖縄県農業協同組合女性部会長
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宮城 隼夫 琉球大学名誉教授

宮城 雅也 公益社団法人沖縄県小児保健協会会長

村上 尚子 こころ法律事務所弁護士

村田 凉子 社会福祉法人若竹福祉会理事長

村濱 千賀子 公益社団法人沖縄県栄養士会会長

諸見里 安敏 沖縄県離島海運振興株式会社代表取締役社長

山川 彩子 沖縄国際大学経済学部准教授

山城 定雄 公益社団法人沖縄県地域振興協会プログラムオフィサー

山城 隆則 沖縄県中央卸売市場協会会長

山城 博美 沖縄地方内航海運組合理事長

山本 貴史 東京大学副理事

株式会社東京大学TLO代表取締役社長

湯淺 英雄 沖縄セルラー電話株式会社代表取締役社長

吉永 安俊 琉球大学名誉教授

與那嶺 善道 公益財団法人沖縄県国際交流・人材育成財団理事長

龍 秀樹 株式会社NTTドコモ九州支社沖縄支店長

以上、86名

（敬称略、五十音順）
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沖縄県振興審議会部会長及び副部会長名簿

（任期：令和元年７月16日から令和４年３月31日まで）

○総合部会

部会長 大城 郁寛 琉球大学国際地域創造学部教授

副部会長 島袋 伊津子 沖縄国際大学経済学部教授

○産業振興部会

部会長 金城 克也 一般社団法人沖縄県経営者協会会長

副部会長 山城 博美 沖縄地方内航海運組合理事長

○文化観光スポーツ部会

部会長 下地 芳郎 一般財団法人沖縄観光コンベンションビューロー会長

副部会長 平田 大一 沖縄文化芸術振興アドバイザー

現代版組踊推進協議会会長

○農林水産業振興部会

部会長 内藤 重之 琉球大学農学部教授

副部会長 普天間 朝重 沖縄県農業協同組合代表理事理事長

○離島過疎地域振興部会

部会長 嘉数 啓 琉球大学名誉教授

副部会長 上妻 毅 一般社団法人ニュー・パブリック・ワークス代表理事

○環境部会

部会長 宮城 邦治 沖縄国際大学名誉教授

副部会長 竹村 明洋 琉球大学理学部教授

○福祉保健部会

部会長 安里 哲好 一般社団法人沖縄県医師会会長

副部会長 湧川 昌秀 社会福祉法人沖縄県社会福祉協議会会長

○学術・人づくり部会

部会長 前津 榮健 沖縄国際大学理事長兼学長

副部会長 仲村 守和 一般社団法人沖縄高等学校定時制通信制教育振興会顧問

○基盤整備部会

部会長 有住 康則 琉球大学名誉教授

副部会長 宮城 隼夫 琉球大学名誉教授

（敬称略、五十音順）
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沖縄県振興審議会部会名簿

（任期：令和元年７月16日から令和４年３月31日まで）

○総合部会（10名）

◎大城 郁寛 琉球大学国際地域創造学部教授

獺口 浩一 琉球大学国際地域創造学部教授

○島袋 伊津子 沖縄国際大学経済学部教授

下地 祥照 一般財団法人南西地域産業活性化センター専務理事

髙平 光一 公益社団法人沖縄県不動産鑑定士協会会長

仲宗根 君枝 特定非営利活動法人消費者センター沖縄会員

藤田 陽子 琉球大学島嶼地域科学研究所教授

真喜屋 美樹 名桜大学リベラルアーツ機構准教授

宮城 嗣三 那覇空港ビルディング株式会社会長

村上 尚子 こころ法律事務所弁護士

○産業振興部会（12名）

糸数 剛一 株式会社リウボウホールティングス代表取締役会長

上原 啓司 株式会社琉球ネットワークサービス代表取締役会長

植松 只裕 ＡＮＡホールディングス株式会社グループ経営戦略室事業推進

部長

◎金城 克也 一般社団法人沖縄県経営者協会会長

古波津 昇 公益社団法人沖縄県工業連合会会長

清水 雄介 琉球大学大学院医学研究科教授

鈴木 和子 沖縄税理士会税理士

千住 智信 琉球大学工学部教授

西澤 裕介 独立行政法人日本貿易振興機構沖縄貿易情報センター所長

本村 真 琉球大学人文社会学部教授

○山城 博美 沖縄地方内航海運組合理事長

山本 貴史 東京大学副理事

株式会社東京大学TLO代表取締役社長
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○文化観光スポーツ部会（15名）

石原 端子 沖縄大学人文学部准教授

大城 學 岐阜女子大学沖縄サテライト校教授

小島 博子 一般社団法人日本旅行業協会沖縄支部副支部長

佐久本 嗣男 公益財団法人沖縄県体育協会理事長

佐野 景子 独立行政法人国際協力機構沖縄センター所長

◎下地 芳郎 一般財団法人沖縄観光コンベンションビューロー会長

當山 智士 一般社団法人沖縄県ホテル協会会長

渡嘉敷 通之 公益財団法人沖縄県体育協会専務理事

富田 めぐみ 合同会社琉球芸能大使館代表

原田 宗彦 一般社団法人日本スポーツツーリズム推進機構会長

東 良和 沖縄ツーリスト株式会社代表取締役会長

○平田 大一 沖縄文化芸術振興アドバイザー

現代版組踊推進協議会会長

前田 裕子 公益財団法人名護市観光協会理事長

ミゲール・ダルーズ 沖縄空手案内センタースタッフ

與那嶺 善道 公益財団法人沖縄県国際交流・人材育成財団理事長

○農林水産業振興部会（９名）

上原 亀一 沖縄県漁業協同組合連合会代表理事会長

具志 純子 沖縄県生活協同組合連合会副会長理事

嵩原 義信 沖縄県農業協同組合中央会常務理事

立原 一憲 琉球大学理学部教授

谷口 真吾 琉球大学農学部教授

◎内藤 重之 琉球大学農学部教授

○普天間 朝重 沖縄県農業協同組合代表理事理事長

宮城 園子 沖縄県農業協同組合女性部会長

山城 隆則 沖縄県中央卸売市場協会会長
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○離島過疎地域振興部会（12名）

新垣 盛雄 一般社団法人沖縄旅客船協会会長

鯨本 あつこ 特定非営利活動法人離島経済新聞社統括編集長

◎嘉数 啓 琉球大学名誉教授

金城 清典 琉球エアーコミューター株式会社代表取締役社長

○上妻 毅 一般社団法人ニュー・パブリック・ワークス代表理事

古謝 安子 琉球大学医学部講師

崎原 永作 公益社団法人地域医療振興協会理事

富永 千尋 琉球大学研究推進機構研究企画室特命教授

外間 守吉 沖縄県離島振興協議会会長

与那国町長

諸見里 安敏 沖縄県離島海運振興株式会社代表取締役社長

山城 定雄 公益社団法人沖縄県地域振興協会プログラムオフィサー

龍 秀樹 株式会社NTTドコモ九州支社沖縄支店長

○環境部会（11名）

赤嶺 太介 一般社団法人沖縄県産業資源循環協会副会長

大島 順子 琉球大学国際地域創造学部准教授

平良 喜一 公益社団法人沖縄県緑化推進委員会理事長

高平 兼司 沖縄県地球温暖化防止活動推進センター事務局長

○竹村 明洋 琉球大学理学部教授

中村 崇 琉球大学理学部准教授

羽田 麻美 琉球大学国際地域創造学部准教授

藤田 喜久 沖縄県立芸術大学全学教育センター准教授

◎宮城 邦治 沖縄国際大学名誉教授

山川 彩子 沖縄国際大学経済学部准教授

吉永 安俊 琉球大学名誉教授
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○福祉保健部会（12名）

◎安里 哲好 一般社団法人沖縄県医師会会長

大城 則子 一般社団法人南部地区医師会南部在宅医療介護支援センター

医療介護連携コーディネーター

岡野 みゆき 公益財団法人沖縄県労働者福祉基金協会事務局長

小那覇 涼子 公益社団法人沖縄県母子寡婦福祉連合会

沖縄県マザーズスクエアゆいはぁと統括責任者

亀谷 浩昌 一般社団法人沖縄県薬剤師会会長

仲座 明美 公益社団法人沖縄県看護協会会長

仲地 賢 沖縄県保育協議会会長

真境名 勉 一般社団法人沖縄県歯科医師会会長

宮城 雅也 公益社団法人沖縄県小児保健協会会長

村田 凉子 社会福祉法人若竹福祉会理事長

村濱 千賀子 公益社団法人沖縄県栄養士会会長

○湧川 昌秀 社会福祉法人沖縄県社会福祉協議会会長

○学術・人づくり部会（10名）

大城 りえ 沖縄キリスト教短期大学教授

翁長 有希 一般社団法人沖縄キャリア教育支援企業ネットワーク理事

嘉納 英明 名桜大学国際学群教授

喜屋武 裕江 一般社団法人グッジョブおきなわプロジェクト代表理事

金城 伊智子 沖縄工業高等専門学校情報通信システム工学科准教授

呉屋 良昭 一般社団法人沖縄県専修学校各種学校協会会長

島袋 恒男 琉球大学名誉教授

○仲村 守和 一般社団法人沖縄県高等学校定時制通信制教育振興会顧問

◎前津 榮健 沖縄国際大学理事長兼学長

宮城 潤 那覇市若狭公民館館長

特定非営利活動法人地域サポートわかさ理事兼事務局長
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○基盤整備部会（14名）

青木 紀将 日本トランスオーシャン航空株式会社代表取締役社長

東江 一成 一般社団法人沖縄県ハイヤー・タクシー協会会長

畔上 修一 西日本電信電話株式会社沖縄支店支店長

◎有住 康則 琉球大学名誉教授

入部 綱清 琉球大学工学部助教

小川 吾吉 一般社団法人沖縄県バス協会会長

小野 尋子 琉球大学工学部准教授

神谷 大介 琉球大学工学部准教授

佐次田 朗 公益社団法人沖縄県トラック協会会長

平良 敏昭 株式会社沖縄建設新聞代表取締役社長

美里 義雅 沖縄都市モノレール株式会社代表取締役社長

宮城 茂 琉球海運株式会社代表取締役社長

○宮城 隼夫 琉球大学名誉教授

湯淺 英雄 沖縄セルラー電話株式会社代表取締役社長

（敬称略、五十音順）
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今後の調査審議の進め方について

令和元年７月16日

沖縄県振興審議会

申 し 合 わ せ

１ 調査審議の基本方針について

沖縄県では、これまでの施策の効果検証を行って、新たに顕在化した課題及び対応

策を洗い出し、今後の施策の方向性を示すことで、新たな振興計画の策定に資するこ

と等を目的とした総点検を実施し、今般「沖縄２１世紀ビジョン基本計画（沖縄振興

計画）等総点検報告書（素案）」（以下「諮問事項」という。）を取りまとめ、本審議

会へ諮問したところである。

本審議会においては、諮問事項について、以下のとおり調査審議を当面進めること

とするほか、正副部会長合同会議において、部会における調査審議方針を協議決定す

ることとする。

２ 審議会の組織及び運営について

本審議会は、委員全員で構成される審議会と、専門委員等で構成される９つの部会、

各部会の正副部会長で構成される正副部会長合同会議からなっている（規則３条、規

則10条１項、運営要綱２条１項、運営要綱３条の２第１項・第２項）。

審議会は、会長が招集し、県知事からの依頼や諮問を受けて調査審議等を行い、そ

の結果を知事に建議・答申する（規則２条）。

部会は、部会長が招集し、審議会の付託を受けて、それぞれの所掌事務に関する専

門的な事項についての調査審議を行い、その結果を審議会に報告する（規則10条１項、

運営要綱２条２項）【別紙１参照】。また、必要があるときは、他の部会や専門委員と

合同で調査審議を行うことができる（規則10条２項）。

正副部会長合同会議は、総合部会長が招集し、各部会における調査審議に係る基本

的事項、部会間の意見の調整及び審議会への報告事項に関して協議する（運営要綱３

条の２）。

委員及び専門委員は部会長の許可の下、部会に出席して意見を述べることができる

とともに、部会長に対して意見書を提出することができる（運営要綱４条）【別紙２、

別紙３】。

３ 審議会のスケジュールについて

本審議会は、令和元年７月16日に知事から諮問を受けたのち、概ね７月下旬から11

月中旬までの間に部会を５回程度開催し、12月中旬を目途に、正副部会長合同会議で

の調整を経て、12月下旬に審議会の会議を開き、知事への答申を行うこととする。

４ その他

令和２年以降の審議会における調査審議については、別途申し合わせることとする。
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沖縄県振興審議会部会における調査審議方針について（案）

令 和 元 年 ７ 月 1 6 日

沖 縄 県 振 興 審 議 会

正副部会長合同会議申し合わせ

１ 目的

この方針は、令和元年７月16日付け沖縄県諮問企第１号で沖縄県振興審議

会（以下「審議会」という。）に諮問された「沖縄２１世紀ビジョン基本計

画（沖縄振興計画）等総点検報告書（素案）」（以下「諮問事項」という。）

について、沖縄県振興審議会運営要綱に基づき、審議会に設置された部会に

おける調査審議を効率的かつ効果的に進めるため、必要な事項を申し合わせ

るものである。

正副部会長にあっては、この方針にしたがい、部会における調査審議を行

うこととする。

２ 会議の開催及び結果の報告等

⑴ 部会の会議は、概ね５回程度開催するものとする。ただし、調査審議の

進捗に応じて、各部会において適宜開催回数を調整することとする。

⑵ 最終回の会議は、11月中旬までに開催することとし、部会における調査

審議の結果をとりまとめる。

⑶ 部会における調査審議の結果については、各部会長が正副部会長合同会

議において報告する。

⑷ 正副部会長合同会議において、各部会長の報告をふまえ、諮問事項に対

する答申案を協議決定し、審議会会長に提出する。

⑸ 諮問事項に対する答申案は、総合部会長が審議会の会議において説明す

る。

⑹ 県ホームページにおいて会議の開催及び会議資料を掲載する。

３ 会議の議事

⑴ 議題（検討テーマ）について

各部会長は、会議を開催しようとするときは、あらかじめ議題（検討テ

ーマ）を選定し、通知する。

⑵ 開催通知について

各部会長は、少なくとも会議開催の２週間前までに当該部会の委員及び

専門委員に対して開催を通知するものとする。自部会に属しない委員及び

専門委員に対しては、県ホームページへの掲載により対応するものとする。
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⑶ 部会審議の観点について

部会審議においては、次に掲げる観点に留意するものとする。

(ｱ) 基本施策ごとに設定された「目標とするすがた」の達成状況

(ｲ) 施策体系ごとに設定された成果指標の達成状況

(ｳ) 成果指標の達成に向けた取組の効果の検証

(ｴ) 取組の効果が発現されていないと思料される場合には、その要因及

び背景

(ｵ) 成果指標の達成状況に対する各種取組の有効性

(ｶ) 「新たな課題」及び「重要性を増した課題」の抽出

⑷ 意見書の提出及び部会出席申請について

委員及び専門委員が意見書（別紙２－１又は別紙２－３）を提出しよう

とする場合には、会議開催の１週間前までに、各部会担当部（課）（別紙

１－２）を通じて部会長に提出することとする。

また、部会に属しない委員及び専門委員が部会に出席して意見を述べよ

うとするときは、会議開催の１週間前までに、出席許可申請書（別紙３）

を各部会担当部（課）を通じて部会長に提出することとする。

⑸ 部会における調査審議結果のとりまとめについて

部会における調査審議では、諮問事項のうち各部会の所掌事務に係る部

分について、該当箇所を明らかにした修正意見、「新たな課題」及び「重

要性を増した課題」についての意見及び委員からの自由意見をとりまとめ、

部会における調査審議の結果とする。

４ 議事録及び議事要旨

⑴ 各部会においては、会議終了後、２週間以内を目途に議事録及び議事要

旨を作成する（別紙４）。

⑵ 議事録は、委員又は専門委員の発言の要旨とし、部会長及び出席者の確

認を経たうえで取りまとめる。

⑶ 議事要旨は、議事録を基礎として部会の所掌事務に沿って委員又は専門

委員の意見要旨を整理したうえで、諮問事項に対する意見及び課題の提起

等についてまとめる。

⑷ 部会に所属しない委員又は専門委員は、各部会の議事録及び議事要旨の

提供を希望することができるものとする。

⑸ 議事録及び議事要旨は、県ホームページにおいて公開するものとする。
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に

関
す

る
こ

と
 

文
化

観
光

ス
ポ

ー
ツ

部
 

（
観

光
政

策
課

）
 

農
林

水
産

業
 

部
会

 

農
林

水
産

業
等

に
関

す
る

こ
と

 
農

林
水

産
部

（
農

林
水

産
総

務
課

）
 

離
島

過
疎

地
域

 

振
興

部
会

 

離
島

過
疎

地
域

の
振

興
、

定
住

条
件

の
整

備
等

に
関

す
る

こ
と

 
企

画
部

（
地

域
・

離
島

課
）

 

環
境

部
会

 
公

害
防

止
、

廃
棄

物
対

策
、

環
境

保
全

、
自

然
景

観
の

保
全

等
に

関
す

る
こ

と
 

環
境

部
（

環
境

政
策

課
）

 

福
祉

保
健

部
会

 
社

会
福

祉
、

保
健

衛
生

、
医

療
、

安
全

・
安

心
等

に
関

す
る

こ
と

 
子

ど
も

生
活

福
祉

部
（

福
祉

政
策

課
） 

保
健

医
療

部
（

保
健

医
療

総
務

課
）

 

学
術

・
人

づ
く

り
 

部
会

 

教
育

・
人

材
育

成
、

歴
史

、
学

術
等

に
関

す
る

こ
と

 
企

画
部

（
企

画
調

整
課

）
 

教
育

庁
（

総
務

課
）

 

総
務

部
（

総
務

私
学

課
）

 

基
盤

整
備

部
会

 
県

土
構

造
、

都
市

整
備

、
交

通
体

系
（

基
盤

・
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
・

コ
ス

ト
）

、
情

報
通

信
体

系
（

基
盤

・
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
・

コ
ス

ト
）

、
水

資
源

、
災

害
、

景
観

形
成

・
風

景
づ

く
り

等
に

関
す

る
こ

と
 

土
木

建
築

部
（

土
木

総
務

課
）

 

企
画

部
（

交
通

政
策

課
）

 

企
画

部
（

総
合

情
報

政
策

課
）

 

別
紙
１
－
１
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部
会

担
当

部
（

課
）

の
連

絡
先

に
つ

い
て

 

部
会

名
 

担
当

部
（

課
）

 
担

当
者

 
電

話
 

FA
X
 

メ
ー

ル
 

総
合

部
会

 
企

画
部

（
企

画
調

整
課

）
 

崎
山

 春
樹

 
0
9
8
-8

6
6
-2

0
2
6
 

0
9
8
-8

6
6
-2

3
5
1
 

sa
ki

ya
h
r@

p
re

f.
o
ki

n
aw

a.
lg

.j
p
 

上
原

 真
理

子
 

u
eh

a
rm

rk
@

p
re

f.
o
ki

n
aw

a
.lg

.j
p
 

産
業

振
興

部
会

 
商

工
労

働
部

（
産

業
政

策
課

）
 

宮
田

 寛
子

 
0
9
8
-8

6
6
-2

3
3
0
 

0
9
8
-8

6
6
-2

4
4
0
 

te
ru

yh
rk

@
p
re

f.
o
ki

n
aw

a.
lg

.j
p
 

文
化

観
光

ス
ポ

ー
ツ

部
会

 
文

化
観

光
ス

ポ
ー

ツ
部（

観
光

政
策

課
） 

吉
本

 祐
貴

 
0
9
8
-8

6
6
-2

7
6
3
 

0
9
8
-8

6
6
-2

7
6
7
 

yo
sh

im
yu

@
p
re

f.
o
ki

n
aw

a
.lg

.j
p
 

農
林

水
産

業
部

会
 

農
林

水
産

部
（

農
林

水
産

総
務

課
）

 
玉

木
 力

 
0
9
8
-8

6
6
-2

2
5
4
 

0
9
8
-8

6
6
-2

2
6
5
 

ta
m

ak
ic

h
@

p
re

f.
o
ki

n
aw

a
.lg

.j
p
 

離
島

過
疎

地
域

 

振
興

部
会

 
企

画
部

（
地

域
・

離
島

課
）

 
宮

里
 薫

 
0
9
8
-8

6
6
-2

3
7
0
 

0
9
8
-8

6
6
-2

0
6
8
 

m
iy

zt
o
kr

@
p
re

f.
o
ki

n
aw

a
.l
g
.j
p
 

古
堅

 信
吾

 
fu

ru
g
es

h
@

p
re

f.
o
ki

n
aw

a
.lg

.j
p
 

環
境

部
会

 
環

境
部

（
環

境
政

策
課

）
 

仲
嶺

 潤
 

0
9
8
-8

6
6
-2

1
8
3
 

0
9
8
-8

6
6
-2

3
0
8
 

n
ak

m
in

e
j@

p
re

f.
o
ki

n
aw

a
.lg

.j
p
 

福
祉

保
健

部
会

 
子

ど
も

生
活

福
祉

部
（

福
祉

政
策

課
）

 
山

城
 明

日
菜

 
0
9
8
-8

6
6
-2

1
6
4
 

0
9
8
-8

6
6
-2

5
6
9
 

ts
u
h
aa

sn
@

p
re

f.
o
ki

n
aw

a
.lg

.j
p
 

保
健

医
療

部
（

保
健

医
療

総
務

課
）

 
新

垣
 政

貴
 

0
9
8
-8

6
6
-2

1
6
9
 

0
9
8
-8

6
6
-2

6
3
8
 

a
ra

ka
m

sk
@

p
re

f.
o
ki

n
aw

a
.lg

.j
p
 

学
術

・
人

づ
く

り
 

部
会

 

企
画

部
（

企
画

調
整

課
）

 
與

儀
 泰

彦
 

0
9
8
-8

6
6
-2

0
2
6
 

0
9
8
-8

6
6
-2

3
5
1
 

yo
g
iy

sh
k@

p
re

f.
o
ki

n
aw

a
.lg

.j
p
 

教
育

庁
（

総
務

課
）

 
当

真
 四

克
 

0
9
8
-8

6
6
-2

7
0
5
 

0
9
8
-8

6
6
-2

7
0
5
 

to
u
m

sh
kt

@
p
re

f.
o
ki

n
aw

a
.lg

.j
p
 

総
務

部
（

総
務

私
学

課
）

 
仲

宗
根

 政
人

 
0
9
8
-8

6
6
-2

0
7
4
 

0
9
8
-8

6
6
-2

0
7
9
 

n
ak

as
m

st
@

p
re

f.
o
ki

n
aw

a
.lg

.j
p
 

基
盤

整
備

部
会

 

土
木

建
築

部
（

土
木

総
務

課
）

 
渡

久
山

 直
樹

 
0
9
8
-8

6
6
-2

3
8
4
 

0
9
8
-8

6
6
-2

3
9
9
 

to
ku

ya
m

n
@

p
re

f.
o
ki

n
aw

a.
lg

.j
p
 

企
画

部
（

交
通

政
策

課
）

 
阿

波
根

 政
人

 
0
9
8
-8

6
6
-2

0
4
5
 

0
9
8
-8

6
6
-2

4
4
8
 

ah
ag

o
n
m

@
p
re

f.
o
ki

n
aw

a
.l
g
.j
p
 

企
画

部
（

総
合

情
報

政
策

課
）

 
吉

元
 徹

成
 

0
9
8
-8

6
6
-2

0
3
6
 

0
9
8
-8

6
7
-2

9
9
8
 

yo
sh

m
o
tt

@
p
re

f.
o
ki

n
aw

a
.lg

.j
p
 

 別
紙
１
－
２
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（別紙 ２）

沖縄２１世紀ビジョン基本計画（沖縄振興計画）等総点検報告書（素案）

に対する意見書

○ 報告書（素案）の修正文案用　　（別紙２－１）

・・・ 委員及び専門委員が各部会へ提出する意見書

○ 報告書（素案）の修正文案用　　（別紙２－２）

・・・ 意見書（別紙２－１）に対応する部会案

○ 自由意見書　　（別紙２－３）

・・・ 意見書（別紙２－１）に含まれない内容を記載。

原則、箇条書きで要点を表記。

○ 重要性を増した課題及び新たな課題の抽出（別紙２－４）

・・・ 部会審議で抽出・整理した課題等の部会意見書

19



（
別

紙
 ２

－
１

）

提
出

先
の

部
会

 ：

氏
名

：

委
員

　
　
・

　
　

専
門

委
員

　
　

　
　

　
　

　

　
所

属
部
会

名
：

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

部
会

（
素

案
）

章
・
頁

・
行

本
　

　
　

文
意

　
　

見
 (

 修
　

正
　

文
　

案
　

等
 )

理
　

　
　

由
　

　
　

等

※
様

式
の

デ
ー

タ
は

あ
ら

か
じ

め
メ

ー
ル

で
ご

案
内

し
て

お
り

ま
す

が
、

県
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
へ

も
掲

載
し

て
い

ま
す

。

（
沖

縄
２

１
世

紀
ビ

ジ
ョ

ン
基

本
計

画
（
沖

縄
振

興
計

画
）
等

総
点

検
報

告
書

（
素

案
）
に

対
す

る
意

見
）

意
　

見
　

書
　

様
　

式
　

（
　

修
　

正
　

文
　

案
　

用
　

）

※
意

見
に

つ
い

て
は

、
郵

送
、

F
A

X
又

は
メ

ー
ル

に
て

、
各

回
の

会
議

開
催

１
週

間
前

ま
で

に
、

提
出

先
の

部
会

担
当

者
あ

て
に

提
出

願
い

ま
す

。
　

 〆
切

を
過

ぎ
て

し
ま

い
ま

す
と

、
翌

々
回

の
会

議
に

お
け

る
対

応
と

な
り

ま
す

の
で

、
あ

ら
か

じ
め

ご
了

承
く
だ

さ
い

。

20



（
別

紙
 ２

－
２

）

部
会

名
：

番
号

（
素

案
）

章
・
頁

・
行

本
　

　
　

文
意

　
　

見
 (

 修
　

正
　

文
　

案
　

等
 )

理
　

　
由

　
　

等
審

 議
 結

 果
 （

案
）

意
　

見
　

書
　

様
　

式
　

（
　

修
　

正
　

文
　

案
　

用
　

）

（
沖

縄
２

１
世

紀
ビ

ジ
ョ

ン
基

本
計

画
（
沖

縄
振

興
計

画
）
等

総
点

検
報

告
書

（
素

案
）
に

対
す

る
意

見
）

21



（別紙 ２－３）

沖縄２１世紀ビジョン基本計画（沖縄振興計画）等総点検報告書（素案）に対する意見書

※ 様式自由

※ 原則、要点を箇条書きで記載

令和元年　○月

沖縄県振興審議会　○○部会　（または、委員個人名）

22



（
別

紙
　

２
－

４
）

部
会

名
：

分
　

　
野

課
　

　
題

　
　

の
　

　
内

　
　

容
課

　
題

　
設

　
定

　
の

　
考

　
え

　
方

総
点

検
報

告
書

（
素

案
）

の
関

連
箇

所
備

　
　

考

分
　

　
野

課
　

　
題

　
　

の
　

　
内

　
　

容
課

　
題

　
設

　
定

　
の

　
考

　
え

　
方

総
点

検
報

告
書

（
素

案
）

の
関

連
箇

所
備

　
　

考

意
　

　
　

見
　

　
　

書
　

　
　

様
　

　
　

式

（
重

要
性

を
増

し
た

課
題

及
び

新
た

な
課

題
の

抽
出

）

　
①

 重
 要

 性
 を

 増
 し

 た
 課

 題

　
②

 新
 た

 に
 生

 じ
 た

 課
 題
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沖縄県振興審議会 ○○部会出席許可申請書 

 

令和  年  月  日 

 

 沖縄県振興審議会 

 ○○部会 部会長 殿 
 

委   員   

専門委員  
氏名           印  
連絡先（Tel:               ） 

（E-mail:            ） 

（       部会所属） 

 

 令和○年○月○日（○：○ ～ ○：○ ）に開催される第○回○○部会につい

て、下記のとおり出席して意見を述べてよいでしょうか。 

 

記 

 

１．出席を希望する理由 

 〔別添〕のとおり 

２．意見の内容 

 〔別添〕のとおり 

 

 申請のありました上記のことについて、沖縄県振興審議会運営要綱第４条

に基づき許可します。 
 

平成  年  月  日  

○○部会 部会長  

 

部会長 部会担当部（課） 

 

 

 

 

 

 

沖縄県振興審議会 

別紙３ 

24



 
〔別添〕 

 
１．出席を希望する理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．意見の内容 

 
 
 
 

25



別紙４

令和○○年度 沖縄県振興審議会

第○回○○部会議事録

１ 日 時 令和○年○月○日（○）○：○～○：○

２ 場 所 ○○○○（○階 ○○の間）

３ 出席者

【部会委員】

部会長 ○○ ○○ 琉球大学○○部 教授

○○ ○○ 琉球大学○○部 教授

○○ ○○ 株式会社○○代表取締役社長

・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・

（欠席）○○ ○○ ○○大学○○部 ○○

【事務局等】

○○部：○○部長、○○統括監、○○課長、・・・・・・・・・

○○部：○○○○、○○○○、・・・・・・・・・・・・・・・

４ 議 事

【○○○部会長】あいさつ

【事務局（○○部長）】「○○の現状と課題」について説明

【○○専門委員】

○・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

○・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

【○○専門委員】

○・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

【事務局（○○部長）】

○・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

以 上

26



令和○○年度 沖縄県振興審議会

第○回○○部会議事要旨

令和○年○月○日（○）○：○～○：○

議題【○○○○】について

○

○

○

議題【○○○○】について

○

○

○

議題【○○○○】について

○

○

○

その他

○

○

○

以 上
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検討テーマ及び検討項目について

所掌事務：基本方針、経済社会、財政、土地利用、米軍基地、県民生活等

開催回数：全５回を予定（７月末～11月末）

回数 開催予定 検　討　テ　ー　マ　(案） 所 掌 事 務

１ 委嘱状交付式 -

２ 部会運営の説明・承認 -

３ 総点検・沖縄振興の全体説明 -

１ 第１回部会質疑への回答 -

１ 第２回部会質疑への回答 -

１ 第３回部会質疑への回答 -

３ 【個別テーマ】
　圏域別展開の成果と課題 各分野

１ 第４回部会質疑への回答 -

２ 【個別テーマ】
　 今後の沖縄振興の基本的考え方 基本方針

３ 総合部会 意見書(案）のとりまとめ -

総合部会の事例

経済社会
４ 【個別テーマ】
　　社会経済フレーム（計画展望値）の
動向

８月上旬予
定

第
１
回

北部・中部・南部・宮古・八重
山

財政・経済社会２ 【個別テーマ】
　　県財政の現状と関連する各種制度

９月下旬

-

２ 【個別テーマ】
　安全・安心な生活の確保と県土の適正
利用

県民生活

土地利用
10月下旬

第
４
回

-

県財政の現状と課題

沖縄振興交付金制度

税制特例措置

-

治安・防犯

所有者不明地

政策金融

沖縄特例制度

防災関係

県土の適正利用

-

人口及び労働力

主要経済指標

-

全体11月中旬
第
５
回

第
３
回

２ 【個別テーマ】
　　克服すべき沖縄の固有課題（米軍
基地問題、駐留軍用地跡地利用等）

米軍基地問題・
土地利用

第
２
回

８月下旬 戦後処理問題

-

米軍基地から派生する諸問題
への対応

米軍施設・区域の整理縮小

駐留軍用地跡地利用

検　討　項　目

-

-

28



成
果

指
標

背
景

・
要

因
の

分
析

(1
)若

年
者

の
完

全
失

業
率

【
達

成
】

キ
ャ

リ
ア

セ
ン

タ
ー

に
よ

る
支

援
等

に
よ

り
求

職
者

の
ス

キ
ル

ア
ッ

プ
や

就
業

意
欲

の
向

上
に

つ
な

が
っ

た
こ

と
及

び
企

業
と

の
マ

ッ
チ

ン
グ

支
援

等
に

よ
り

早
期

就
職

の
実

現
に

つ
な

が
っ

て
お

り
、

若
年

者
失

業
率

の
改

善
に

大
き

く
寄

与
し

た
も

の
と

考
え

ら
れ

る
。

(2
)新

規
学

卒
者

の
就

職
内

定
率

（高
校

）

【
達

成
見

込
】

県
内

・
県

外
で

の
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
実

施
や

就
職

相
談

の
ほ

か
、

新
た

に
地

域
と

連
携

し
た

キ
ャ

リ
ア

教
育

を
推

進
し

、
職

業
観

や
就

業
意

欲
の

向
上

に
重

点
的

に
取

り
組

み
、

目
標

値
を

達
成

し
た

こ
と

に
加

え
、

県
内

景
気

の
改

善
が

成
果

指
標

の
達

成
に

寄
与

し
た

も
の

と
考

え
ら

れ
る

。

(3
)新

規
学

卒
者

の
就

職
内

定
率

（大
学

）

【
達

成
見

込
】

国
内

外
で

の
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
や

大
学

と
連

携
し

た
就

職
活

動
の

個
別

支
援

と
い

っ
た

取
組

を
強

化
し

、
目

標
値

を
達

成
し

た
こ

と
が

、
大

学
新

卒
者

の
就

職
内

定
率

の
改

善
に

寄
与

し
た

も
の

と
考

え
ら

れ
る

。

政
策

ツ
ー

ル

成
果

指
標

目
標

値
（
3
3
年

度
）

基
準

値
実

績
値

達
成

状
況

1
.

若
年

者
の

完
全

失
業

率
7.

2
％

11
.3

％
（
H

2
3
)

6
.3

％
（
H

3
0
）

達
成

2
.

新
規

学
卒

者
の

就
職

内
定

率
（
高

校
）

9
8.

0
％

8
6.

6
％

（
H

2
3
年

3
月

卒
）

96
.5

％
（
H

3
0
年

3
月

卒
）

達
成

見
込

3
.

新
規

学
卒

者
の

就
職

内
定

率
（
大

学
）

9
0.

0
％

7
3.

6
％

（
H

2
3
年

3
月

卒
）

87
.0

％
（
H

3
0
年

3
月

卒
）

達
成

見
込

4
.

新
規

学
卒

１
年

目
の

離
職

率
（
高

校
）

2
0.

0
％

2
9
.5

％
（
H

2
2
年

卒
）

2
3
.8

％
（
H

2
9
年

卒
）

達
成

見
込

5
.

新
規

学
卒

１
年

目
の

離
職

率
（
大

学
）

1
3.

0
％

2
5
.2

％
（
H

2
2
年

卒
）

1
4
.6

％
（
H

2
9
年

卒
）

達
成

見
込

主
な

予
算

事
業

事
業

・
取

組
（
事

業
年

度
）

事
業

の
種

別
事

業
費

（
う

ち
国

費
）

事
業

の
概

要
目

標
値

実
績

値
達

成
状

況

沖
縄

県
キ

ャ
リ

ア
セ

ン
タ

ー
（
H

2
4
～

）
（
商

工
労

働
部

）
県

単
事

業
百

万
円

（
百

万
円

）

キ
ャ

リ
ア

コ
ー

チ
に

よ
る

個
別

相
談

や
就

職
支

援
ｾ

ﾐﾅ
ｰ

開
催

な
ど

ｷ
ｬ
ﾘ
ｱ

教
育

か
ら

就
職

ま
で

の
一

貫
し

た
支

援
を

実
施

【
H

3
0年

度
目

標
】

沖
縄

県
キ

ャ
リ

ア
セ

ン
タ

ー
利

用
延

べ
人

数
2
0
,0

0
0
件

【
H

30
年

度
実

績
】

沖
縄

県
キ

ャ
リ

ア
セ

ン
タ

ー
利

用
延

べ
人

数
3
0
,0

8
4
件

達
成

沖
縄

型
産

学
官

・地
域

連
携

グ
ッ

ジ
ョ

ブ
事

業

（
H

2
4
～

H
3
3
）

（
商

工
労

働
部

）

県
事

業
ソ

フ
ト

交
付

金
8
7
0
百

万
円

（
6
3
3
百

万
円

）

職
業

体
験

や
ｼ
ﾞｮ

ﾌ
ﾞｼ

ｬ
ﾄﾞ

ｳ
ｲ
ﾝ

ｸ
ﾞな

ど
独

自
の

キ
ャ

リ
ア

教
育

を
推

進
す

る
地

域
に

対
し

て
補

助
を

実
施

【
H

3
0
年

度
目

標
】

・
ｱ

ﾝ
ｹ

ｰ
ﾄに

お
け

る
就

業
意

識
の

改
善

７
割

以
上

・
事

業
参

加
者

数
3
,0

0
0
名

・
地

域
協

議
会

戦
略

会
議

及
び

ｺ
ｰ

ﾃ
ﾞｨ

ﾈ
ｰ

ﾀ
ｰ

研
修

参
加

者
数

1
4
0
人

【
H

30
年

度
実

績
】

・
ｱ

ﾝ
ｹ

ｰ
ﾄに

お
け

る
就

業
意

識
の

改
善

８
割

・
事

業
参

加
者

数
1
1
,3

9
3
名

・
地

域
協

議
会

戦
略

会
議

及
び

ｺ
ｰ

ﾃ
ﾞｨ

ﾈ
ｰ

ﾀ
ｰ

研
修

参
加

者
数

2
16

人

達
成

若
年

者
ジ

ョ
ブ

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

事
業

（
H

2
4
～

H
3
2）

（
商

工
労

働
部

）

県
事

業
ソ

フ
ト

交
付

金
4
8
3
百

万
円

（
3
7
8
百

万
円

）

若
年

求
職

者
に

対
し

、
座

学
研

修
と

短
期

雇
用

に
よ

る
職

場
訓

練
を

実
施

し
、

就
職

及
び

職
場

定
着

を
促

進

【
H

3
0
年

度
目

標
】

職
場

訓
練

等
に

よ
る

就
職

率
：
70

％

【
H

30
年

度
実

績
】

職
場

訓
練

等
に

よ
る

就
職

率
：
8
6
.4

％
達

成

未
来

の
産

業
人

材
育

成
事

業
（
H

2
6
～

H
3
3
）

（
商

工
労

働
部

）

県
事

業
ソ

フ
ト

交
付

金
1
0
7
百

万
円

（
8
6
百

万
円

）

産
業

界
と

小
中

学
校

を
つ

な
ぐ

ｺ
ｰ

ﾃ
ﾞｨ

ﾈ
ｰ

ﾀ
ｰ

を
配

置
し

、
出

前
講

座
、

企
業

見
学

ツ
ア

ー
等

を
実

施

【
H

3
0
年

度
目

標
】

・
参

加
児

童
数

：
6
,5

0
0
人

・
ｱ

ﾝ
ｹ

ｰ
ﾄに

よ
る

就
業

意
識

の
肯

定
的

変
化

７
割

以
上

【
H

30
年

度
実

績
】

・
参

加
児

童
数

：
9
,4

5
9
人

・
ｱ

ﾝ
ｹ

ｰ
ﾄに

よ
る

就
業

意
識

の
肯

定
的

変
化

約
8
6
％

達
成

イ
ン

タ
ー

ン
シ

ッ
プ

推
進

事
業

/
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
拡

大
強

化
事

業
（
H

○
～

H
○

）
（
商

工
労

働
部

）

県
単

事
業

百
万

円
（
百

万
円

）

高
校

生
を

対
象

に
県

内
・
県

外
の

企
業

で
ｲ
ﾝ
ﾀ
ｰ

ﾝ
ｼ
ｯ
ﾌ
ﾟを

実
施

【
H

3
0
 年

度
】

・
職

場
体

験
実

施
率

：
1
0
0
％

・
県

外
IS

派
遣

数
：
7
0
人

【
H

30
年

度
実

績
】

・
職

場
体

験
実

施
率

：
1
0
0
％

・
県

外
IS

派
遣

数
：
7
1
人

達
成

お
き

な
わ

企
業

魅
力

発
見

事
業

（
H

2
6
～

H
3
0
）

県
事

業
ソ

フ
ト

交
付

金
1
6
7
百

万
円

（
1
3
4
百

万
円

）

大
学

生
を

対
象

に
県

内
中

小
企

業
で

の
ｲ
ﾝ
ﾀ
ｰ

ﾝ
ｼ
ｯ
ﾌ
ﾟを

実
施

し
、

中
小

企
業

へ
の

就
職

促
進

を
図

っ
た

【
H

3
0
年

度
目

標
】

大
学

生
等

の
企

業
体

験
者

数
3
0
0
人

【
H

30
年

度
実

績
】

大
学

生
等

の
企

業
体

験
者

数
1
81

人
未

達
成

将
来

像
Ⅲ

希
望

と
活

力
に

あ
ふ

れ
る

豊
か

な
島

基
本

施
策

番
号

・
名

称
3
-
（
1
0
）

雇
用

対
策

と
多

様
な

人
材

の
確

保

施
策

展
開

番
号

・
名

称
３

-
(1

0
)-

イ
若

年
者

の
雇

用
促

進

沖
縄
2
1
世
紀
ビ
ジ
ョ
ン
基
本
計
画
等

検
証
シ
ー
ト
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政
策

ツ
ー

ル
背

景
・
要

因
の

分
析

(4
)新

規
学

卒
１

年
目

の
離

職
率

（
高

校
）

【
達

成
見

込
】

全
日

制
県

立
高

校
5
9
校

全
て

で
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
を

実
施

し
、

職
業

観
・
勤

労
観

や
社

会
人

と
し

て
の

基
本

的
な

マ
ナ

ー
や

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
能

力
の

育
成

に
取

り
組

ん
だ

ほ
か

、
合

同
企

業
説

明
会

や
県

内
外

で
の

求
人

開
拓

、
若

年
者

の
仕

事
の

定
着

支
援

等
に

よ
る

取
組

を
重

点
的

に
実

施
し

、
い

ず
れ

も
目

標
を

達
成

し
て

い
る

。
ま

た
、

各
産

業
で

人
手

不
足

が
深

刻
化

す
る

中
で

企
業

に
お

い
て

も
職

場
環

境
の

改
善

等
に

積
極

的
に

取
り

組
ん

だ
こ

と
も

成
果

指
標

の
改

善
に

寄
与

し
た

も
の

と
考

え
ら

れ
る

。

(5
)新

規
学

卒
１

年
目

の
離

職
率

（
大

学
）

【
達

成
見

込
】

県
内

大
学

等
７

校
に

専
門

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

を
配

置
し

た
ほ

か
、

沖
縄

県
キ

ャ
リ

ア
セ

ン
タ

ー
に

お
け

る
就

職
支

援
や

大
学

生
を

対
象

に
し

た
職

場
体

験
等

を
実

施
し

、
い

ず
れ

も
目

標
を

達
成

し
た

。
特

に
県

内
中

小
企

業
に

対
し

、
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
プ

ロ
グ

ラ
ム

や
活

用
方

法
等

を
提

案
し

た
こ

と
で

、
効

果
的

な
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
が

促
進

さ
れ

、
学

生
の

就
労

意
欲

が
高

ま
る

な
ど

、
離

職
率

の
改

善
に

寄
与

し
た

も
の

と
考

え
ら

れ
る

。

将
来

像
Ⅲ

希
望

と
活

力
に

あ
ふ

れ
る

豊
か

な
島

基
本

施
策

番
号

・
名

称
3
-
（
1
0
）

雇
用

対
策

と
多

様
な

人
材

の
確

保

施
策

展
開

番
号

・
名

称
３

-
(1

0
)-

イ
若

年
者

の
雇

用
促

進

沖
縄
2
1
世
紀
ビ
ジ
ョ
ン
基
本
計
画
等

検
証
シ
ー
ト

努
力

義
務

・
配

慮
義

務
・
特

例
措

置

沖
振

法
条

文
番

号
・
見

出
し

実
施

主
体

成
果

（
例

）

§
8
2

地
域

雇
用

開
発

促
進

法
の

特
例

国
等

・
沖

縄
の

区
域

内
に

お
い

て
、

事
業

者
等

の
設

置
・
整

備
に

伴
い

、
沖

縄
県

内
に

居
住

す
る

3
5歳

未
満

の
若

年
休

職
者

を
雇

用
す

る
事

業
主

に
対

し
て

助
成

金
を

交
付

し
て

お
り

、
沖

縄
県

に
お

け
る

雇
用

構
造

の
改

善
、

若
年

者
の

雇
用

拡
大

に
寄

与
し

た
。

・
地

域
雇

用
開

発
助

成
金

（
沖

縄
若

年
者

雇
用

促
進

コ
ー

ス
）
の

助
成

金
交

付
実

績
H

2
7
年

度
：

71
件

（
1
6
4
百

万
円

）
、

H
28

年
度

：
1
89

件
（
2
6
8
百

万
円

）
、

H
2
9
年

度
：
1
1
3件

（
1
9
3
百

万
円

）

地
方

公
共

団
体

雇
用

開
発

促
進

法
に

基
づ

く
地

域
雇

用
開

発
計

画
（
北

部
、

中
部

、
南

部
、

宮
古

、
八

重
山

）
の

策
定

事
業

名
（
事

業
年

度
）

事
業

の
種

別
事

業
費

（
う

ち
国

費
）

事
業

の
概

要
目

標
値

実
績

値
達

成
状

況

若
年

無
業

者
職

業
基

礎
訓

練
事

業
（
H

2
4
～

H
3
3
）

県
事

業
ソ

フ
ト

交
付

金
2
1
7
百

万
円

（
1
7
4
百

万
円

）

若
年

無
業

者
（
ﾆ
ｰ

ﾄ）
に

対
し

職
業

的
自

立
を

促
す

た
め

基
礎

的
な

職
業

訓
練

等
を

実
施

【
H

3
0
年

度
目

標
】

訓
練

受
講

者
の

内
（
7
5
名

）
、

若
年

無
業

者
状

態
か

ら
の

改
善

：
9
0%

【
H

30
年

度
実

績
】

訓
練

受
講

者
の

内
（
72

名
）
、

若
年

無
業

者
状

態
か

ら
の

改
善

：
9
0
.3

%

達
成

新
規

学
卒

者
等

総
合

就
職

支
援

事
業

（
H

2
4～

H
3
3
）

県
事

業
ソ

フ
ト

交
付

金
1
,4

6
4
百

万
円

（
1
,1

7
1
百

万
円

）

県
内

大
学

等
７

校
に

専
任

ｺ
ｰ

ﾃ
ﾞｨ

ﾈ
ｰ

ﾀ
ｰ

を
配

置
し

、
個

別
対

応
に

よ
る

就
職
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援
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実

施
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】
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デ
ィ
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ー

タ
ー
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に
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実

績
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ー

デ
ィ
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ー

タ
ー
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支

援
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よ
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就
職
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8
6
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内
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率

8
4
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％
）

達
成

沖
縄

若
年

者
グ

ロ
ー
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ル

ジ
ョ
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チ

ャ
レ

ン
ジ
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2
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H
3
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県
事

業
ソ

フ
ト

交
付

金
4
4
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5
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ｲ
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ﾀ
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ﾝ
ｼ
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人
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海
外
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業

就
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数

：
７

人
H

2
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H
3
0
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べ
：
●

●
人
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ね

達
成
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等
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援
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金
8
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縄

市
の

小
中

高
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勤
労

観
・
職

業
観

の
育

成
を
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る

た
め

、
産

学
官

、
地

域
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よ
る

キ
ャ

リ
ア
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援

事
業
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3
0
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度
目

標
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・
事

業
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0
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人
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ン
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ー
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け
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【
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年

度
実

績
】
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事

業
参
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数
1
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4
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人

・
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業
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施
後

ｱ
ﾝ
ｹ

ｰ
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9
3
.4

%
が

改
善

効
果

有

達
成

主
な

予
算

事
業
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沖縄県振興審議会運営要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、沖縄県振興審議会規則（昭和47年沖縄県規則121号。以

下「規則」という。）第14条の規定に基づき、審議会の運営に関し必要な事

項を定めるものとする。

（部会の設置・所掌事務）

第２条 審議会に、別表に掲げる部会を置く。

２ 部会は、別表に掲げる事項について調査審議する。

（部会長・副部会長）

第３条 部会に、部会長及び副部会長を置く。

２ 部会長及び副部会長は、会長が指名する。この場合において、部会長は当

該部会に属する委員のうちから、副部会長は当該部会に属する委員又は専門

委員のうちから、それぞれ指名しなければならない。

３ 部会長は、会務を総理し、部会を代表する。

４ 部会長に事故があるときは、副部会長がその職務を代理する。

（正副部会長合同会議）

第３条の２ 審議会に、正副部会長合同会議を置く。

２ 正副部会長合同会議は、部会長及び副部会長で構成する。

３ 正副部会長合同会議は、各部会における調査審議に係る基本的事項、部会

間の意見の調整及び審議会への報告事項に関して協議を行う。

４ 正副部会長合同会議は、総合部会長が主宰する。

（部会への出席等）

第４条 規則第10条第３項の規定により指名を受けて部会に属する場合のほ

か、委員及び専門委員が部会に出席して意見を述べようとする場合は、当該

部会長の許可を得なければならない。

２ 前項の規定にかかわらず、委員及び専門委員は第２条第２項の事項につい

て、当該事務を所掌する部会長に対し、意見書を提出することができる。

（専門委員会の設置・所掌事務）

第５条 部会にその所掌事務を分掌させるため、必要があるときは専門委員会

を置くことができる。

２ 専門委員会に関し必要な事項は、部会長が定める。
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（報告）

第６条 部会長は、第２条第２項の事項について調査審議が終了したときは、

正副部会長会議における調整を経たのち、その結果を会長に報告する。

（会議の公開）

第７条 審議会の会議及び部会の会議は、原則として公開するものとする。

（雑則）

第８条 この要綱に定めるもののほか、部会の運営に関し必要な事項は、会長

が定める。

附 則

この要綱は平成11年11月24日から施行する。

（平成17年５月19日 一部改正）

（平成21年10月５日 一部改正）

（平成22年２月18日 一部改正）

（平成28年９月28日 一部改正）

（令和元年７月16日 一部改正）
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別表（第２条関係）

部会名 所掌事務

総合部会 基本方針、経済社会、財政、土地利用、米軍基地問

題、跡地利用、県民生活等に関すること

産業振興部会 情報通信関連産業、商工業、科学技術、産業人材育

成（他部会の所掌に属するものを除く。）、雇用、エ

ネルギー等に関すること

文化観光 観光・リゾート産業、文化、スポーツ、交流等に関

スポーツ部会 すること

農林水産業 農林水産業等に関すること

振興部会

離島過疎地域 離島過疎地域の振興、定住条件の整備等に関するこ

振興部会 と

環境部会 公害防止、廃棄物対策、環境保全、自然景観の保全

等に関すること

福祉保健部会 社会福祉、保健衛生、医療、安全・安心等に関する

こと

学術・人づくり 教育・人材育成、歴史、学術等に関すること

部会

基盤整備部会 県土構造、都市整備、交通体系（基盤・ネットワー

ク・コスト）、情報通信体系（基盤・ネットワーク

・コスト）、水資源、災害、景観形成・風景づくり

等に関すること
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